
岩瀬町（いわせまち）

＜行政組織＞

①議会(H15.3.1 現在)

議長 篠崎 宏 副議長 斉川 芳男

任期 H16.3.20 定数 22 名 現議員数 20 名

党派別 自民 1 公明 1 共産 1 無 17

②三役(H15.3.1 現在)

長 中田 裕 任期 H14.6.29～H18.6.28

助役 収入役 大関 浩

③職員数 （人）

H12 年度 H13 年度 H14 年度
職員数

220 219 213

普通会計 181 一般行政職 146

うち施設関係 60 技能労務職 20

企業職 7職員一人

当たり住民数
105.7

消防職 0

公営事業会計 32 教育職 4

職員構成

(H14.4.1)

合計 213 その他 36

④機構図（H15.3.1 現在）
<町長>－<助役>－

総 務 課 － 財政係, 文書係, 庶務係, 電算係, 管財係, 消防

交通係

秘書企画課 － 人事給与係, 秘書係, 広報広聴係,企画調整係

住 民 課 － 住民係, 国保係, 賦課徴収係, 給付係, 年金係,

窓口係

税 務 課 － 住民税係, 固定資産税係, 徴収係

まちづくり課 － 計画係, 事業係, 商工観光係, 開発推進係,

（土地開発公社）

福 祉 課 － 社会係, 福祉係, 介護保険係

保 育 所 － 庶務係, 保育係

農 政 課 － 農政係, 農業振興係, 農地係, 耕地係, 霞ヶ浦係,

土地改良係, 庶務係

（土地改良区）

建 設 課 － 住宅係, 町道係, 管理係, 地籍調査係, 用地係,

農林道係

環境整備課 － 指導係, 生活係, 下水道係, 集落排水係

健康管理課 － 予防係, 庶務係, 指導係

<収入役>－

出 納 室 － 出納係

<水道事業管理者>－

水 道 課 － 業務係, 工務係

<教育長>－

学校教育課 － 総務係, 学校教育係, 施設係

（給食センター） － 管理係

生涯学習課 － 社会教育係, 社会体育係, 生涯学習係

（公民館） － 公民館係

幼稚園・小中学校 － 教諭

<議会>－

議会事務局 － 庶務係, 議事係

<行政委員会>

農業委員会 （農政課）

選挙管理委員会 （総務課）

監査委員 （総務課）

＜概要＞

①沿革

昭和 30 年 3月 31 日 合併 旧岩瀬町 北那珂村 東那珂村

②地勢・風土等

西茨城郡の西端に位置し、町の中心を東西に国道 50 号が貫通し

北東南は山稜を起伏する盆地である。

平成13年度より「町民みんなに愛される」まちづくりを基本として第

4次総合計画を策定し、豊かで明るい文化的生活をいとなめるまちづ

くりを目標にしている。

また、北関東自動車道の岩瀬 IC（仮称）をはじめとした広域道路交

通網の整備に伴い、ＩＣ周辺を新たな核と位置付け、工業や流通など

の複合集積も図っていく。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H15.3.1）

男 11,309 11,399 11,030 10,894

女 11,900 12,088 11,709 11,526
人

口

(人) 合計 23,209 23,487 22,739 22,420

世帯数 5,776 6,104 6,223 6,330

④有権者数（H14.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 8,783 9,327 18,110 21.2％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 11 年度）

市町村内総生産 679 億円 就業者 1人当たり 6,150 千円

住民所得 594 億円 人口 1 人当たり 2,580 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H11 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 1,975 2.9％ 977 8.75％

第 2 次 28,344 41.7％ 4,543 40.70％

第 3 次 39,309 57.9％ 5,558 49.79％

総額・総数 67,935 ― 11,163 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
1,865 1,820 434（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H13.1.1～H13.12.31)

製造業

(H13.12.31)
94 2,084 32,900

商店数 従業者数
年間販売額

(H10.4.1～H11.3.31)卸・小売業

(H11.7.1)
316 1,690 32,868

④特産物

みかげ石、常陸秋そば、謡曲最中

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>309-1292 西茨城郡岩瀬町岩瀬 64-2

<Tel> 0296-75-3111 <Fax> 0296-75-5672

<HP>http://www.net-ibaraki.ne.jp

<e-mail>iwase@po.net-ibaraki.ne.jp

ロゴマーク

類型 Ⅴ-3 ｺｰﾄﾞ番号 083241 面積 87.16k ㎡

都市開発 火葬場,消防救急,ごみ

処理,し尿処理,農業水

利,

上水道,下水道,農業

集落排水



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H12 決算 H13 決算 増減率

歳 入 7,708,298 7,673,608 -0.5

歳 出 7,435,806 7,406,799 -0.4

形式収支 272,492 266,809 ―

実質収支 245,022 266,809 ―

単年度収支 -3,490 21,788 ―

実質単年度収支 -3,490 21,788 ―

②主な歳入・歳出（平成 13 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 7,674 ― -35 -0.5

地方税 2,186 28.5 17 0.8

地方交付税 2,824 36.8 -217 -7.1

国庫支出金 326 4.2 29 9.7

地方債 369 4.8 106 40.3

その他 1,969 25.7 ― ―

歳 出 7,407 ― -29 -0.4

義務的経費 2,813 38.0 0 0

人件費 1,643 22.2 58 3.6

扶助費 324 4.4 -12 5.5

公債費 846 11.4 -12 -1.4

投資的経費 1,304 17.6 ― ―

普通建設事業費 1,304 17.6 25 1.9

うち補助 168 2.3 51 44.2

うち単独 1,079 14.6 -5 -0.5

その他の経費 3,289 44.4 ― ―

③主要指標（平成 13 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H14） 2,263 百万円

基準財政需要額（H14） 4,878 百万円

標準税収入額等（H14） 2,959 百万円

標準財政規模（H14） 5,577 百万円

財政力指数（H12～14） 0.452

経常収支比率 82.9 ％

公債費負担比率 12.8 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 5.1 ％

税の徴収率（現年） 96.3

税の徴収率（合計） 83.7

ラスパイレス指数(H14.4.1) 93.7
④将来にわたる財政負担(単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 6,411,344 115.0

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 2,488,273

実質債務残高( C A+B) 8,899,617 159.6

積立金現在高（D） 2,885,504 51.7

将来にわたる財政負担（E C-D） 6,014,113 107.8

⑤市町村税の状況（平成13年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

953,232 899,716市町村民税

（構成比） （36.5） （41.2）
94.4

1,447,316 1,080,025固定資産税

（構成比） （55.4） （49.4）
74.6

211,414 206,150その他の税

（構成比） （8.1） （9.4）
97.5

合計 2,611,962 2,185,891 83.7

＜公共施設整備状況＞（平成 13 年度）

小学校 5 校 老人福祉施設 1 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 21 ヶ所

幼稚園 3 園 道路改良率 19.7％

保育所 3 ヶ所 道路舗装率 39.4％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 50.4％

公営住宅 293 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 11.1 ㎡ 上水道等普及率 89.3％

公民館等 1 ヶ所 排水等処理率 25.02％

体育館 1 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
119.9％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

共生林整備事業

H13

～

H15

富谷山周辺整備

林床整備、林内広場

駐車場、遊歩道、植栽

200

街路整備事業

H7

～

H15

駅前富谷線街路整備 84

町営住宅建設事

業

H15

～

H16

町営御領団地建替事業 256

②今後の主要課題・特色ある行政等

<主要課題>

・ 行財政改革の推進

・ 流域下水道・農業集落排水事業の推進

・ 住民参加型行政の推進

・ 少子高齢化社会への対応

・ 北関東道路自動車道岩瀬 IC 開設時への対応策


